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役割、および社会や地域の役割について論ずる。   2
 
I.  序：少子化がもたらす問題 
少子化は日本的表現であるが対応する英語は「置換水準以下の出生率
（Below Replacement Fertility）」で通常合計特殊出生率 TFR が 2.1 程度以
下の場合をいう。各年の TFR はその年の各歳別出生率から推定した女性が一
生に産む子供の数の推定値である。現在わが国が経験している TFR 1.29 とい
う少子化は極度のものでこのまま現状が継続すれば様々な社会経済的弊害をも
たらす。現在の年齢別の出生率と死亡率のレベルがそのまま継続し移民が無け







































2.5 から 1.2-1.3 のレベルに半減したスペインもその間平均結婚年齢が 24 歳か
















































































は TFR(i)と合わせるて、カプランメイヤー法による出生順序別の 50 才までの
非出生サバイバル確率 P(i)（この場合 1-P(i)が出生順序別の出生確率の推定値
になる）に基づく分析を合わせ行う。また 1-P(i)の出生順序合計を TFR-S で
表す。TFR-S は TFR と同様、女性が特定の年に観察された年齢別出生率（た
だし TFR と異なり発生率でなくハザード率）に従う場合の平均出生数の推定
値である。表１は、1986、1991、 1996、 2001 年における、TFR、TFR(i)、
TFR-S、1-P(i)の値である。なお 1-P(i)とその計である TFR-S の計算方法とデ
ータについては、Yamaguchi and Beppu(2004)を参照せよ。 
 
                       表１．出生順序別出生確率 
        
  出生順序  1 2 3 4+  計 
1986 TFR(i) 0.742 0.675 0.261 0.045 1.723 
1991 TFR(i) 0.680 0.573 0.237 0.045 1.535 
1996 TFR(i) 0.659 0.532 0.192 0.042 1.425 
2001 TFR(i) 0.655 0.484 0.159 0.036 1.334 
1986 1-P(i) 0.842 0.726 0.263 0.045 1.876 
1991 1-P(i) 0.780 0.649 0.243 0.045 1.717 
1996 1-P(i) 0.737 0.585 0.198 0.043 1.563 
2001 1-P(i) 0.695 0.519 0.163 0.036 1.413 
   
 
表 1 に見られるように TFR はこの 15 年間に 1.723 から 1.334 まで約 0.4 ポ
イントも減少した。TFR-S で見ても 1.876 から 1.413 と絶対値はやや大きいも




では、仮に 33 年を世代の一巡とすると 33 年で人口が 2/3 に、100 年では人口
が約 30％（8/27）になるという急激なものである。一方もし 1986 年の 1.723
レベルを保っていたら 100 年で約 2/3 になるはずであったから違いは極めて大
きい。 














以下表１の結果を基にして TFR あるいは TFR-S の減少への出生順序別寄与
率を推定する。しかしこの分析は簡単ではない。表１では例えば非出生サバイ
バル確率（1-P(i)）に基づく尺度によると 1986 年から 2001 年の間に、第１子










一つの極端な仮定は、かりに第 N 子を産まなかった女性が第 N 子を産んでも
それ以上子供は産まず、従って第 N+1 子以降の出生数は増大しないという仮
定である。これは第 N 子の出生確率の変化が第 N+1 子以降の出生確率の変化
に与える波及効果がゼロであるという仮定した場合の推定値を与える。 
   
今一つの仮定は、仮に第 N 子を産まなかった女性が第 N 子を産む場合には
実際に当該年で第 N 子を産んだ女性と同じ推移確率で第 N+1 子、第 N+2 子と
産み続けるであろうという仮定である。実際には第 N 子を産まなかった女性










定値を TFR と TFR-S の場合の各々について提示している。 
 
                表２．合計出生率減少への出生順序別寄与率：波及効果が 
        最 小 の 場 合 の 推 定 値    
   ポイント差 1 2 3 4+  計 
TFR  1986 から 2001  0.389 22% 49% 26% 2%  100% 
  1991 から 2001  0.201 12% 44% 39% 4%  100% 
  1996 から 2001  0.091     4% 53% 36% 7%  100% 
TFR-S  1986 から 2001  0.463 32% 45% 22% 2%  100% 
  1991 から 2001  0.304 28% 43% 26% 3%  100% 
  1996 から 2001  0.150 28% 44% 23% 5%  100% 
   
      表 ３ . 合計出生率減少への出生順序別寄与率：波及効果が 
                  実効的に最大の場合の推定値     
   ポイント差 1 2 3 4+  計 
TFR  1986 から 2001  0.389 46% 46% 12% -4%  100%
  1991 から 2001  0.201 25% 49% 30% -4%  100%
  1996 から 2001  0.091     9% 69% 23% -2%  100%
TFR-S  1986 から 2001  0.463 65% 29%   9% -3%  100%
  1991 から 2001  0.304 57% 30% 16% -3%  100%
  1996 から 2001  0.150 57% 32% 12% -1%  100%
 
表２と表３が示すように各出生順序別出生確率の減少が合計出生率の減少に






















かに他の２要素には及ばないが、それでも 1991-2001 年の 10 年の変化で見る
なら約 20%前後の無視できない大きさを持っている。また 1986-2001 年の 15



































IV.  出生意向の決定要因 
この章では家計経済研究所が行った「消費生活に関するパネル調査」（以下
「家計研の調査」と呼ぶ）を基に出生意向の決定要因の分析を行う。現在一般


















      表 4.  出生意向別その後５年間の出生者の割合 
  
B_AT
T     DUR 
   1.00  2.00  3.00  4.00  5.00  Total 
EVT  .00  4  4 2 2 78  90
   1.00  80  56 19 14 10  179
1.00 
Total  84  60 21 16 88  269
.00  4  3 9 9 126  151 EVT 
1.00  35  32 14 12 9  102
2.00 
Total  39  35 23 21 135  253
.00  12  12 9 11 210  254 EVT 
1.00  5  2 6 3 4  20
3.00 
Total  17  14 15 14 214  274  10
B_ATT=1： 「是非、欲しい」；＝2：「条件によっては欲しい」；＝３：「欲しくない」 






(269 80) (185 56) (125 19) (104 14) (88 10)
10 . 6 8 1


































































以下では出生意向の決定要因について分析する。   
   
2.  出生意向の決定要因 
2.1  理論的背景 







   13
出生についての経済学理論（Becker 1960, 1981; Becker and Lewis 1973）では、子供
を他と同様消費財と考え通常出生行動は以下の４要素の結果であると考えられている。
第１は予算制約である。これは通常家族収入で測る。第２は子供にかかるコストであ
るが通常の財と異なり費用は NQ π で表される。ここでＮは子供の数であり、Ｑは子
供の「質」であって子供一人当たりにかける予定の出費を意味する。収入が高いと親
は子供一人当たりにより高い教育費や養育費を出費する傾向が見られるので








きくなる質のコストの効果がある。「質の価格」は Q p N π = で与えられるのでこれは
子供の数に比例して大きくなる。収入効果が子供の数に依存しないのに、価格効果は
子供が増えると増大するので、収入と子供の数との効用への負の交互作用が導かれ








































































2.2  出生意向の累積ロジットモデル 
表５（以下「表」は巻末参照）は 1994年（コーホートＡ）か 1997 年（コーホート






























る」対「無い」の係数 0.456 は 5%有意である）。 







































35 時間以上の常勤なみの勤務であり残りの大部分が週 22-34時間の勤務である。 
 
                                                 
2 夫の教育は高卒以下、短大・高専、大学の３区分、本人の職業は、自営業・家族従業者、専門技術職、
管理・事務職、技能職、販売サービス職の５区分、夫の職業は本人の職業区分プラス無職の６区分、






























































             
V.  出生行動の決定要因 





















































































































（「常勤」対「無職」が係数-0.456  で 5％有意で負となり、「パート・臨時」対
「無職」が係数-0.413 で 5%有意で負となる）。 
２．育児休業制度がある場合は有業者と無職者の出生ハザード率は有意に異ならない
（「常勤」対「パート・臨時」が係数 0.237[=-.456+0.693]で有意でなく、また「パ 
  ート・臨時」対「無職」が係数 0.270[=-0.413+0.693]で有意でない）。 
３．有業女性の間で育児休業制度があれば無い場合に比べ出生ハザード率が有意に高
くなる（「有る」対「無い」は係数 0.693 で 0.1％有意である）。 
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  表 ５ .  出生意向の決定要因―１：累積ロジットモデル 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
変 数        モ デ ル １    モ デ ル ２    モ デ ル ３   
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
１.   既存の子供数（対 ２子） 
０ 子        2.804 ***            -2.273                  -2.575   
１子                        2.060 ***            -0.774                  -0.822 
２．本人の就業状態（対  無職） 
常勤                           -0.339#                  -0.324#               -0.288 
パート・臨時           -0.445*                  -0.434*                -0.403* 
3．育児休業制度の有無(対  無し、あるいは知らない)) 
有り                           0.456*                    0.438*                 0.662**  
4．本人の教育（対  高卒） 
大卒                           -0.129                    -0.166                   -0.149 
短大卒                           0.025                      0.016                    0.023 
5．本人の年齢 
                                  -0.045#                  -0.101***             -0.103 
６.   交互作用：「本人の年齢」＊｢既存の子供の数（対  ２子）｣ 
０子                           -------                     0.177**                0.189**  
１子                           -------                     0.096*                  0.098* 
７.   現状の継続年数 
                                   -0.126***             -0.136***            -0.136*** 
８．本人の従業先の規模  （雇用者 1000人未満） 
1000 人以上                -------                   -------                  -0.655*  
官公庁                         -------                   -------                 -0.173 
 
9.1     切片１：「是非、欲しい」対「条件によっては欲しい」もしくは「欲しくな
い」 
        -1.611**            -3.325***           -3.398*** 
9.2    切片２：「是非、欲しい」もしくは「条件によっては欲しい」対「欲しくな
い」 
                              .324                      -1.376                -1.445     
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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 表 ６ .  出生意向の決定要因―2：累積ロジットモデル 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
変 数        モ デ ル 4   モ デ ル 5    
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
１.   既存の子供数（対 ２子）(係数提示略) 
２．本人の就業状態（対  無職） 
常勤                              -0.166                   -0.146                 
パート・臨時              -0.392*                  -0.370#                        
3．育児休業制度の有無(対  無し、あるいは知らない) 
有り                            0.784**                  0.781**             
4から 7．本人の教育、本人の年齢、交互作用（本人の年齢ｘ既存の子供数）、 
現状の継続年数（係数提示略） 
8.  本人の従業先の規模  （雇用者 1000人未満） 
1000 人以上                      -0.581#                 -0.627# 
官公庁                               -0.094                   -0.103           
9． 本人の収入(万単位)/100
注１ 
                                            -0.126                   -0.112 
9.1   本人の収入不詳ダミー 
                                             -0.672#                 -0.681# 
10．夫の収入(万単位)/100
注１ 
                   -0.158**               -0.162**             
10.1   夫の収入不詳ダミー 
                                                -0.153                 -0.167 
11.   交互作用：「夫の収入/100」ｘ「既存の子供の数  （対  ２児）」 
  ０子                                     0.221#                   0.248* 
  １子                                     0.188*                   0.198* 
11..1  交互作用：「夫の収入不詳ダミー」ｘ「既存の子供の数（対  ２児） 
 ０ 子                                    0.421                     0.608 
 １ 子                                    1.666**                 1.546** 
12.  「悩みや楽しいこと」の夫との会話の度合い
注２ 
                                               ------                      0.370*** 
13.    託児所が身近にある度合い
注３   
                                             -------                       0.034 
13.1   託児所が身近にある度合いが「分からない」ダミー 
                                               -------                     -0.040 
14      切片１&2       (係数表示略)  
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
   




いない」＝１。なお「分からない」は２とし、「分からない」場合のダミー変数でレベルを制御。   31
表７.  出生ハザード率の決定要因―１：離散時間ロジットモデル 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
変数              モデル１      モデル２      モデル３      モデル４ 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
１.   既存の子供数（対 ２子） 
 ０ 子            2,812***              2.647***             2.612***           2.647*** 
 １ 子                     1.283***              1.288***             1.284***           1.286*** 
２．本人の就業状態（対  無職） 
 常 勤                           -0.456*                  -0.404*               -------                ------- 
  パート・臨時          -0.413*                  -0.400*                -------               -------- 
3．育児休業制度の有無(対  無し、あるいは知らない) 
 有 り                            0.693***               0.943***              --------              -------- 
４．本人の就業状態と育児休業制度の有無の結合（対  無職） 
  有業で制度あり      -------                      ------                    0.243                 0.540* 
  有業で制度なし      --------                    -------                  -0.343**            -0.402** 
５．本人の従業先の規模  （雇用者 1000人未満） 
  1000人以上               -------                   -0.740*                 ------                  -0.741* 
 官 公 庁                         -------                   -0.356                   ------                   -0.357 
６．本人の教育（対  高卒） 
 大 卒                           0.183                       0.216                   0.180                   0.216 
 短 大 卒                       -0.165                     -0.136                  -0.165                 -0.136 
７．リスク開始時年齢 
                                    -0.102***                 -0.102***            -0.103***         -0.102*** 
８．リスク時（時間で可変）と結婚時の年数差：第１子出生のみ（対０年） 
 １ 年                           -0.675                        -0.694                  -0.674               -0.694 
 ２ 年                           -0.760#                     -0.774#                 -0.757#             -0.774# 
 ３ 年                           -0.791#                     -0.770#                  -0.787#             -0.769# 
 ４ 年                           -0.974*                     -0.961*                 -0.970*              -0.961* 
 ５ － ６ 年                   -1.883***                 -1.894***             -1.881***          -1.894*** 
 ７ － ９ 年                   -3.016***                 -3.016***             -3.019***          -3.016*** 
１０年以上                  -2.341***                 -2.289***             -2.338***          -2.289*** 
９. リスク時と前出生時との年数差：第２子、第３子出生のみ(対０年) 
 １ 年                             1.157***                  1.165***              1.159***            1.165*** 
 ２ 年                             0.942**                    0.957**                 0.945**             0.958** 
 ３ 年                             0.764*                      0.780*                   0.786*               0.781* 
 ４ 年                             0.242                        0.254                     0.245                 0.255 
 ５ － ６ 年                    -0.286                      -0.273                    -0.284                -0.273               
   
  7－９年                     -1.450***                -1.437***             -1.447***          -1.437*** 
  １０年以上               -1.554**                  -1.545***             -1.549***          -1.544*** 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
   ***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10   32
  表 ８ .  出生ハザード率の決定要因―２：離散時間ロジットモデル 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
変 数          モ デ ル ５    モ デ ル ６     
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
１.   既存の子供数（対 ２子） 
(係数省略) 
２．本人の就業状態と育児休業制度の有無の結合（対  無職） 
  有業で制度あり           0.540*                0.552*  
  有業で制度なし             -0.411*               -0.437** 
３．本人の従業先の規模  （雇用者 1000人未満） 
  1000人以上                     -0.731*               -0.707* 
 官 公 庁                   -0.347                 -0.406   
４．本人の収入（万単位）/100 
                                                0.012                  0.013 
4.1  本人の収入不詳ダミー 
                                                0.051                  0.094 
５．夫の収入（万単位）/100   
                                               -0.011                -0.022                   
5.1  夫の収入不詳ダミー- 
                                                0.037                 -0.046 
６．交互作用：「夫の収入/100」ｘ「既存の子供数（対１子または２子）」 
０子                                        0.156#                0.138 
6.1  交互作用：「夫の収入不詳ダミー」ｘ「既存の子供数（ 対１，２子）」 
０子                                       0.837                   0.722 
７．夫の職業：（対  管理・事務職） 
 自 営 業                                 ------                   -0.164  
  専門技術職                        ------                   -0.148 
 技 能 職                                 ------                   -0.107 
  販売サービス職                ------                   -0.653**         
 無 職                                     ------                   -0.098 




    
***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10 
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  表 ９ .  出生ハザード率の決定要因―３：離散時間ロジットモデル 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
変 数           モ デ ル ７   モ デ ル ８    モ デ ル ９     
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
１.   既存の子供数（対 ２子） 
    ０ 児            2.653***             2.614***          1.868*** 
 １ 児                                    1.268***             1.244***          0.655*** 
２．本人の就業状態と育児休業制度の有無の結合（対  無職） 
  有業で制度あり           0.571**               0.592**            0.540* 
  有業で制度なし             -0.421**              -0.414**           -0.313* 
３．本人の従業先の規模  （雇用者 1000人未満） 
  1000人以上                    -0.722*               -0.733*            -0.631# 
 官 公 庁                              -0.416                 -0.382              -0.343 
4．夫の職業：（対  管理・事務職） 
 自 営 業                               -0.163                  -0.146             -0.228 
  専門技術職                      -0.168                  -0.155             -0.146 
 技 能 職                               -0.115                  -0.115             -0.121 
  販売サービス職              -0.676**              -0.680**         -0.609*  
 無 職                                    -0.012                   0.007             0.295      
６．本人の教育（対  高卒） 
 大 卒                                    0.155                   0.168               0.153 
 短 大 卒                              -0.169                   -0.179             -0.190 
７．リスク開始時年齢 
                                             -0.101***             -0.102***      -0.097***  
８. 「悩みや楽しいこと」の夫との会話の度合い (対｢時々する｣以下) 
  「よくする」                    -------                    0.296*        0.191 
９.  出生意向（対「欲しくない」） 
  ｢是非、欲しい｣                  ------                     -------           1.899*** 
  「条件によっては欲しい」  ------                 -------           1.193***
 
10.  11.  リスク時（時間で可変）と結婚児の年数差（第１子出生のみ）、リスク時と
前出生時との年数差（第２子、第３子出生のみ） 
（係数提示略）   
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 
    
***p<.001; **p<.01; *p<.05; #p<.10 
 
 
   